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個別注記表 
 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
重要な会計方針 

1．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

2．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会

社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格

等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極め

て困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有

価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価

証券の評価は、時価法により行っております。 

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く。)

については定額法)を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物     3 年～50 年 

その他     2 年～20 年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行

内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース

資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としており

ます。 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債

権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下

のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、

債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係る

キャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸

出条件緩和実施前の約定利子率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方

法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 
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上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき

計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、審査管理部署

が査定結果を検証し、当該部署から独立した監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及

び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減 

額しており、その金額は 1,902 百万円であります。 

（2）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付

見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。な

お、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支

給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

（5)睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損

失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

（6）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度による信用保証協会への負担金の支払いに備え

るため、将来の負担金支払見込額を計上しております。 

7．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。た

だし、有形固定資産及び無形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しておりま

す。 

 

 

会計方針の変更  

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日。）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25 年９月 13 日。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費

用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施

される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属

する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更いたします。 

 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

1． 貸出金のうち、破綻先債権額は 399 百万円、延滞債権額は 15,076 百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

40 年政令第 97号）第 96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金であります。 
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また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

2．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 26 百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

3．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 2,001 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破

綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

4．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 17,503 百万

円であります。 

なお、上記 1．から 4．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

5．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は、7,315 百万円であります。 

6．担保に供している資産は、為替決済、資金決済、地方公共団体収納代理取引、日銀共通取引あるい

はデリバティブ取引に係る担保として、有価証券 16,426 百万円及び預け金 10 百万円を差し入れてお

ります。 

また、その他の資産には、保証金 103 百万円が含まれております。 

7．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、35,874 百万円であります。このう

ち契約残存期間が１年以内のものが 31,731 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の

多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを

受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、

契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等

を講じております。 

8．土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

再評価を行った年月日   

平成 11 年３月 31 日 

同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成 10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

土地課税台帳に登録されている価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事

業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 1,606 百万円 

9．有形固定資産の減価償却累計額 4,850 百万円 

10．有形固定資産の圧縮記帳額 66 百万円 

11．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 41 百万円 

12．関係会社に対する金銭債務総額 168 百万円 

13．当行は、当事業年度の末日が会社法第２条第 24 号に規定する最終事業年度の末日となる時後、会

社計算規則第 158 条第４号に規定する連結配当規制を適用する決定をしております。 
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（損益計算書関係） 

1．関係会社との取引による収益 

  役務取引等に係る収益総額 0 百万円 

関係会社との取引による費用 

役務取引等に係る費用総額 17 百万円 

 

2．関連当事者との取引 

（1）親会社及び法人主要株主等 

該当ありません。 

（2）子会社等 

該当ありません。 

（3）兄弟会社等 

該当ありません。 

（4）役員及び個人主要株主等 
（単位：百万円） 

属性 
会社等の名称

または氏名 

議決権等の所有 

(被所有)割合(%) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 

期末 

残高 

役員及びその 
近親者 

清水 一宏 
(注 1) 

(被所有) 
直接  0.01 

銀行取引 
長期貸出金 
(注 2) 

－ 貸出金 18 

三田村 謙 
(注 3) 

(被所有) 
直接  0.67 

銀行取引 
長期貸出金 
(注 4) 

－ 貸出金 22 

徳本 達郎 
(注 5) 

(被所有) 
直接   － 

銀行取引 
長期貸出金 
(注 6) 

－ 貸出金 32 

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等(当該会
社等の子会社
を含む) 

（株）鎌仁商店 
(注 7) 

(被所有) 
直接   0.09 

銀行取引 

長期貸出金 
(注 8) 

－ 貸出金 27 

短期貸出金 
(注 8) 

極度 50 
－ 
割引手形 
貸出金 

45 
395 

(株）ｷﾞｬﾗﾘｰ大井 
(注 9) 

(被所有) 
直接   － 

銀行取引 

長期貸出金 
(注 10) 

－ 貸出金 71 

当座貸越 
(注 10) 

貸越限度 
50 
貸出金 50 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
 （注 1)
  
当行取締役。 

(注 2)   長期貸出金については、貸出利率は一般的取引条件と同様に決定しており、返済条件は期間 30 年・毎月分割返済とし
ております。なお、担保を受け入れております。 

(注 3)  当行監査役。 
(注 4)  長期貸出金については、貸出利率は一般的取引条件と同様に決定しており、返済条件は期間 25 年・毎月分割返済とし

ております。なお、担保を受け入れております。 
(注 5)   当行会長三田村 俊文の子の配偶者。 
(注 6)   長期貸出金については、貸出利率は一般的取引条件と同様に決定しており、返済条件は期間 25 年・毎月分割返済とし

ております。なお、担保を受け入れております。 
(注 7)   当行監査役鎌谷 忠雄及びその近親者が議決権の 100％を所有しております。 
(注 8)   長期貸出金については、貸出利率は一般的取引条件と同様に決定しており、返済条件は期間 5年・毎月分割返済（6ヶ

月元金据置含む）としております。なお、当行監査役鎌谷 忠雄が債務保証をしております。 
短期貸出金については、商業手形の割引と手形貸付（期日一括返済）であり、その利率は一般的取引条件と同様に決定
しております。なお、当行監査役鎌谷 忠雄が債務保証をしております。 

(注 9)   
 (注 10)  

当行会長三田村 俊文の近親者が議決権の 66.6％を所有しております。 
長期貸出金については、貸出利率は一般的取引条件と同様に決定しており、返済条件は期間 5年・毎月分割返済、期間
9年 6ヵ月・毎月分割返済としております。なお、担保を受け入れております。 
当座貸越については、貸出利率は一般的取引条件と同様に決定しており、返済条件は当座貸越契約期間 6 ヵ月･任意返
済としております。なお、担保を受け入れております。 
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3．当事業年度において、廃止に関する意思決定を行った営業用店舗及び地価が継続的に下落し割引前
キャッシュ・フローの総額が帳簿価額に満たないこと等により、投資額の回収が見込めなくなった資
産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額 56 百万円を減損損失として特別損失
に計上しております。 
 

地  域    福井県内    その他 

主な用途 営業用店舗 6 ヵ所 3 ヵ所 

 遊休資産 1 ヵ所 －ヵ所 

種類及び減損損失額 土地 46 百万円 0 百万円 

 建物 8 百万円 0 百万円 

 その他の有形固定資産 0 百万円 －百万円 

 その他の無形固定資産 0 百万円 －百万円 
当行は、管理会計上の最小区分である営業店単位でグルーピングを行っております。 
当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、当行
の担保評価基準にて合理的に算定しております。 

 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
（単位：千株） 

 
当事業年度 
期首株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

摘要 

自己株式      

普通株式 596 4 － 601 注 

優先株式 － － － －  

合 計 596 4 － 601  

注：株式数の増加は単元未満株式の買取によるものです。 
 

 
 
 
 

（有価証券関係） 

1.売買目的有価証券(平成 28年３月 31日現在) 

該当ありません。 

 

2.満期保有目的の債券（平成 28 年３月 31 日現在） 

 種類 
貸借対照表計上額
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの 

国債 19,526 21,961 2,435 

その他 900 922 22 

 うち外国証券 900 922 22 

小計 20,426 22,884 2,457 

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの 

国債 － － － 

その他 － － － 

 うち外国証券 － － － 

小計 － － － 

合計 20,426 22,884 2,457 
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3.子会社株式（平成 28年３月 31 日現在） 

 
貸借対照表計上額
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 － － － 

合計 － － － 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式 

  
貸借対照表計上額 
（百万円） 

 

 子会社株式 369  

 合計 369  

これについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
上表の「子会社株式」には含めておりません。 

 

 

4．その他有価証券（平成 28年３月 31日現在） 

 種類 
貸借対照表計上額
（百万円） 

取得原価（百万円） 差額（百万円） 

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの 

株式 1,185 659 526 
債券 49,721 48,921 800 
国債 33,775 33,366 408 
地方債 1,978 1,899 78 
社債 13,968 13,654 313 
その他 26,148 25,141 1,006 
うち外国証券 13,826 13,639 186 
小計 77,056 74,721 2,334 

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの 

株式 177 199 △21 
債券 6,322 6,375 △53 
国債 992 1,003 △11 
地方債 － － － 
社債 5,329 5,371 △42 
その他 11,790 12,353 △562 
うち外国証券 2,406 2,426 △20 
小計 18,290 18,929 △638 

合 計 95,346 93,651 1,695 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
5．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成 27年４月１日 至 平成 28 年３月 31日） 

該当ありません。 

 

 

 

 

 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

  
貸借対照表計上額 
（百万円）  

 株式 540  

 その他 1,000  

 合計 1,540  

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか
ら、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 
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6．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成 27年４月 1日 至 平成 28年３月 31日） 

種類 
売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 374 26 △19 

債券 44,550 711 △220 

国債 35,414 653 △213 

地方債 － － － 

社債 9,135 58 △6 

その他 28,655 813 △636 

合計 73,579 1,551 △876 

 
 
7．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該

有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込がある

と認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を

当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額はありません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価又は償却原価に比べて

30％以上下落した場合としております。 
 
 

（金銭の信託関係） 

1．運用目的の金銭の信託（平成 28年３月 31日現在） 

該当ありません。 
 
2．満期保有目的の金銭の信託（平成 28年３月 31日現在） 

該当ありません。 
 
3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成 28 年３月 31 日現在） 

該当ありません。 

 

 

（税効果会計関係） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   
貸倒引当金 1,658 百万円 
退職給付引当金 226  
減価償却超過額 127  
有価証券償却 220  
税務上の繰越欠損金 1,918  
その他 493  

繰延税金資産小計 4,645  
評価性引当額 △3,961  

繰延税金資産合計 683  
繰延税金負債   
その他有価証券評価差額金 488  
その他 3  
繰延税金負債合計 491  
繰延税金資産の純額 192 百万円 
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2．「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する

等の法律（平成 28 年法律 13 号）が平成 28 年３月 29 日に国会で成立し、平成 28 年４月 1 日以後に

開始する事業年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 32.82％から、平成 28年４月 1日に開始す

る事業年度に解消が見込まれる一時差異等については 30.69％に、平成 30年４月 1日に開始する事業

年度以降に解消が見込まれる一時差異等については 30.45％となります。この税率変更により、繰延

税金資産は 4百万円減少し、その他有価証券評価差額金は 25 百万円増加し、法人税等調整額は 30 百

万円増加しております。再評価に係る繰延税金負債は 24 百万円減少し、土地再評価差額金は同額増

加しております。 

  また、欠損金の繰越控除制度が平成 28 年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得

の金額の 100 分の 60 相当額が控除限度額とされ、平成 29 年４月１日以後に開始する事業年度から繰

越控除前の所得の金額の 100 分の 55 相当額が控除限度額とされることに伴い、繰延税金資産は 5 百

万円減少し、法人税等調整額は 5百万円増加しております。 

 

 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たりの純資産額 479 円 61 銭 

 １株当たりの当期純利益金額 39 円 45 銭 

 
  



9 

 

連結注記表 

 

連結計算書類の作成方針 

(1)連結の範囲に関する事項 

  ①連結される子会社及び子法人等     １社 

福邦カード株式会社 

  ②非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

(2)持分法の適用に関する事項 

  ①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

  ②持分法適用の関連法人等 

該当ありません。 

  ③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

  ④持分法非適用の関連法人等 

該当ありません。 

(3)のれんの償却に関する事項 

５年間の定額法により償却を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいて

おります。 

 

会計方針に関する事項 

(1)商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

(2)有価証券の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その

他有価証券については原則として連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動

平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均

法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証

券の評価は、時価法により行っております。 

(3)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  3 年～50年 

その他  2 年～20年 

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却し

ております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行

及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資

産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リー

ス契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

(5)貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権

及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のな

お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に

陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権

額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係る

キャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸

出条件緩和実施前の約定利子率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方
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法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計

上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、審査管理部署が

査定結果を検証し、当該部署から独立した監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は 1,902 百万円であります。 

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上し

ております。 

(6)賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

(7)役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給

見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

(8)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失

に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

(9)利息返還損失引当金の計上基準 

利息返還損失引当金は、連結子会社１社が利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息の返還請求に

備えるため、過去の返還実績等を勘案し、返還見込額を合理的に見積もり計上しております。 

(10)偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度による信用保証協会への負担金の支払いに備える

ため、将来の負担金支払見込額を計上しております。 

(11)退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては期間定額基準によっております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりでありま

す。 

数理計算上の差異： 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から損益処理 

(12)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産及び負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(13)消費税等の会計処理 

当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

会計方針の変更 

 （「企業結合に関する会計基準」等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25年９月 13日）、「連結財務諸表に関す

る会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準第７号 平成 25 年９月 13 日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更

及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 
1．貸出金のうち、破綻先債権額は 427百万円、延滞債権額は 15,207百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40年政
令第 97号）第 96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じて
いる貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
2．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 26百万円であります。 
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
3．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 2,001百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
4．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 17,662百万円
であります。 
なお、上記 1．から 4．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

5．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第 24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その

額面金額は、7,315百万円であります。 
6．担保に供している資産は、為替決済、資金決済、地方公共団体収納代理取引、日銀共通取引あるいは
デリバティブ取引に係る担保として、有価証券 16,426百万円及び預け金 10百万円を差し入れておりま
す。 
また、その他資産には、保証金 104百万円が含まれております。 

7．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、37,359百万円であります。このうち契約
残存期間が１年以内のものが 31,731百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ

らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結

子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら

れております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 
8．土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

再評価を行った年月日   

平成 11 年３月 31 日 

同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法 
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土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第３号に定める

土地課税台帳に登録されている価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 1,606 百万円 

9. 有形固定資産の減価償却累計額 4,851百万円 
10. 有形固定資産の圧縮記帳額 66百万円 

 
 
（連結損益計算書関係） 

1. 「その他の経常費用」には、貸出金償却 10百万円を含んでおります。 

2. 当連結会計年度において、廃止に関する意思決定を行った当行の営業用店舗及び地価が継続的に

下落し割引前キャッシュ・フローの総額が帳簿価額に満たないこと等により投資額の回収が見込め

なくなった当行の資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額 56 百万円を減損

損失として特別損失に計上しております。 

 

地 域  福井県内 その他 

主な用途 営業用店舗 6 ヵ所 3 ヵ所 

 遊休資産 1 ヵ所 －ヵ所 

種類及び減損損失額 土地 46 百万円 0 百万円 

 建物 8 百万円 0 百万円 

 その他の有形固定資産 0 百万円 －百万円 

 その他の無形固定資産 0 百万円 －百万円 

当行は、管理会計上の最小区分である営業店単位でグルーピングを行っております。 

当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、 

当行の担保評価基準にて合理的に算定しております。 

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
     （単位：千

 当連結会計年
度期首株式数 

当連結会計年
度増加株式数 

当連結会計年
度減少株式数 

当連結会計年
度末株式数 

摘 要 

発行済株式      

  普通株式 31,800 － － 31,800  

  Ａ種優先株式 6,000 － － 6,000  

  合 計 37,800 － － 37,800  

 自己株式      

  普通株式 596 4 － 601 注 

  Ａ種優先株式 － － － －   

  合 計 596 4 － 601   

注. 普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 

 

 

 



14 

2．配当に関する事項 

（1）当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 
株式の種類 

配当金 
の総額 

１株当た
り配当額 

基準日 効力発生日 

平成 27 年 6月 26 日 

定時株主総会 

普通株式 156 百万円 5.00 円 平成 27 年 3月 31 日 平成 27 年 6 月 29 日 

Ａ種優先株式 85 百万円 14.20 円 平成 27 年 3月 31 日 平成 27 年 6 月 29 日 

合計  241 百万円    

 
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるも

の 

(決議予定日) 
株式の 
種類 

配当金 
の総額 

配当の 
原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成 28 年 6月 29 日 

定時株主総会 

普通株式 155 百万円 
利益 

剰余金 
5.00 円 平成 28 年 3月 31 日 平成 28年 6月 30日 

Ａ種優先 

株式 
83 百万円 

利益 

剰余金 
13.84 円 平成 28 年 3月 31 日 平成 28年 6月 30日 

 

 

(金融商品関係） 

1．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当行グループは、貸出・有価証券投資等の銀行業務を中心とした金融サービス事業を行っております。 

これらの事業を行うため、主として一般顧客からの預金によって資金調達を行っております。このよう

に、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、内在するリスク量を把握・検討

のうえ適正な水準にコントロールするために、当行では、資産及び負債の総合的管理（以下「ＡＬＭ」

という。）を行っております。 

当行の連結子会社の中に、クレジットカード業務及び信用保証業務を行う子会社があります。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧客の

契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。また、当行が保有する有価証券は、

主として株式、債券、投資信託及び出資金等であり、純投資目的及び政策投資目的で保有しております。

これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

金融負債で主なものは、一般顧客からの預金であり、金利の変動リスクや予期せぬ資金流出がもたら

す資金調達に係る流動性リスクに晒されております。 

デリバティブ取引は、有価証券関連取引では債券先物取引、債券オプション取引及び株価指数先物取

引、通貨関連取引では先物為替予約取引であり、これらは信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格

の変動リスクに晒されております。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当行グループは、当行の貸出業務に関する諸規程及び信用リスク管理規程等に従い、貸出金について、

個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対

応など与信管理に関する体制を整備しております。これらの与信管理は各営業店のほか融資部により行

われ、信用リスクに関する事項を審議する機関として審査会を設置しており、定期的に経営会議に報告

しております。さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。 
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有価証券の発行体の信用リスクについては、証券国際部において、信用情報や時価の把握を定期的に

行うことで管理しております。 

②市場リスクの管理 

（ⅰ）金利リスクの管理 

当行は、取締役会において決定された「市場リスク管理方針」等に基づき、金利リスクを管理してお

ります。具体的には、ＡＬＭ委員会において、金融資産及び金融負債の運用、調達金利や期間を把握し、

ギャップ分析や金利感応度分析等を行うことにより、金利リスクを適切に管理しております。なお、金

利リスクの管理状況については、定期的に経営会議等に報告しております。 

（ⅱ）為替リスクの管理 

当行は、取締役会において決定された「市場リスク管理方針」等に基づき、為替リスクを管理してお

ります。具体的には、証券国際部において直先総合持高等のポジションを適切に管理しております。な

お、直先総合持高の管理状況については、定期的に経営会議等に報告しております。 

（ⅲ）価格変動リスクの管理 

当行は、取締役会において決定された「市場リスク管理方針」等に基づき、有価証券に係る価格変動

リスクを管理しております。具体的には、証券国際部において、有価証券投資に関する各種限度額等を

設定し、日次での遵守状況を適切に管理しております。なお、各種限度額等の遵守状況については、定

期的に経営会議等に報告しております。 

（ⅳ）デリバティブ取引 

当行は、取締役会において決定された「市場リスク管理方針」等に基づき、デリバティブ取引によっ

て生じる市場リスクを管理しております。具体的には、証券国際部において、デリバティブ取引に関す

る各種限度枠等を設定し、日次での遵守状況を適切に管理しております。なお、各種限度枠等の遵守状

況については定期的に経営会議等に報告しております。 

（ⅴ）市場リスクに係る定量的情報 

当行では、保有する有価証券に関して、｢バリュー･アット･リスク（以下、「ＶａＲ」という。）｣の手

法を用いて、分散共分散法を採用し市場リスク量を算出しております。ＶａＲとは、将来の一定期間（保

有期間）に、ある一定の可能性の範囲内（信頼水準）で生じ得る最大損失額を統計的に推計した指標で

あり、また、分散共分散法とは、マーケットが正規分布に従って変動するとの仮定に基づいてＶａＲを

計測する方法をいいます。ＶａＲ計測の前提条件は、保有期間 120 日、信頼水準 99％、観測期間 5年と

して計測しております。平成 28 年 3 月 31 日現在の有価証券における市場リスク量は、3,494 百万円で

あります。 

また、貸出金及び預金等の金利変動の影響を受ける金融商品（有価証券を除く）に関するＶａＲの算

出においても、分散共分散法を採用しております。ＶａＲ計測の前提条件は、保有期間 1年、信頼水準

99％、観測期間 5年として月次で計測しており、流動性預金についてはコア預金内部モデルを採用して

おります。平成 28年 3月 31 日現在の預貸の金利リスク量は、△3,122 百万円であります。 

なお、当行では有価証券に使用するＶａＲモデルについて、ＶａＲと日次損益を比較するバックテス

ティングを実施し、有効性を検証しております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に

算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変

する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 

この為、ＶａＲを補完するために、市場急変時を想定したストレステスト等を実施するなど、市場リ

スクについて多面的な分析を実施しております。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行は、取締役会において決定された「流動性リスク管理方針」等に基づき流動性リスクを管理して

おります。具体的には、証券国際部において、流動性準備量等の資金管理を日次で適切に実施しており

ます。また、資金調達手段の多様化に取り組むなど、緊急事態に備えた金融市場での資金調達のための

体制構築にも努めております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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2．金融商品の時価等に関する事項 

平成 28 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

ただし、重要性が乏しいと認められるものについては、注記を省略しております。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。 

   （単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 
計上額 

時 価 差 額 

（1）現金預け金 16,985 16,985 － 

（2）コールローン及び買入手形 3,000 3,000 － 

（3）有価証券    

満期保有目的の債券 20,426 22,884 2,457 

その他有価証券 95,346 95,346 － 

（4）貸出金 319,891   

貸倒引当金（＊1） △5,235   

 314,656 320,469 5,812 

資産計 450,415 458,685 8,270 

（1）預金 429,464 429,592 127 

（2）借用金 5,300 5,300 － 

負債計 434,764 434,892 127 

デリバティブ取引（＊2）    

ヘッジ会計が適用されていないもの (25) (25) － 

ヘッジ会計が適用されているもの － － － 

デリバティブ取引計 (25) (25) － 

（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊2）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ

取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、（ ）で表示しております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある預け金については、預入期間が短期（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

（2）コールローン及び買入手形 

  約定期間が短期間（1 年以内）であり、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時

価としております。 

（3）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

投資信託は、公表されている基準価格によっております。 

（4）貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行

後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、信用リスク等

のリスクを将来キャッシュ・フローに反映させて時価を算定しております。 

なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額を時価としております。約定期間が長期にわたる貸出金においては、期限前償還リスクは考慮して

おりません。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込

額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等
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計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないもの

については、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた

め、帳簿価額を時価としております。 

負 債 

（1）預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしておりま

す。また、定期性預金の時価は、預金の種類及び一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フロ

ーを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利

率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額を時価としております。預入期間が長期のものにおける期限前解約率は考慮し

ておりません。 

（2）借用金 

  借用金は約定期間が短期間（１年以内）であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

デリバティブ取引 

  デリバティブ取引は、通貨関連取引（先物為替予約）であり、割引現在価値等により算出した価額に

よっております。 

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりで
あり、金融商品の時価情報の「資産（3）その他有価証券」には含まれておりません。 

 （単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式（＊1） 540 

②出資金（＊2） 1,000 

合 計 1,540 

  （＊1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから時価開示の対象とはしておりません。 

  （＊2）出資金のうち、市場価格がなく、将来のキャッシュ・フローが約定されていないものは、時
価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。 

 
（注 3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 1 年以内 1 年超 
3 年以内 

3 年超 
5 年以内 

5 年超 
7 年以内 

7 年超 
10 年以内 

10 年超 

預け金 11,728 － － － － － 

コールローン及び買入手形 3,000 － － － － － 

有価証券 
 
 

     

満期保有目的の債券 
その他有価証券のうち 
満期があるもの 

－ 

22,405 

900 

23,854 

2,100 

15,665 

5,100 

5,881 

500 

5,582 

11,000 

5,622 

貸出金（＊） 64,757 57,456 41,491 22,803 26,854 55,709 

合 計 101,891 82,211 59,257 33,785 32,936 72,332 

（＊） 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額
が見込めないもの 15,634 百万円、期間の定めのないもの 35,183 百万円は含めて
おりません。 
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（注 4）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 1 年以内 
1 年超 
3 年以内 

3 年超 
5 年以内 

5 年超 
7 年以内 

7 年超 
10 年以内 10 年超 

預金（＊) 
 
借用金 

345,458 
 

5,300 

51,076 
 
－ 

5,469 
 
－ 

23 
 
－ 

29 
 
－ 

27 
 
－ 

合 計 350,758 51,076 5,469 23 29 27 

（＊） 
 

預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。
また、期間の定めのないもの 1,562 百万円（要求払預金を除く。）は含めており
ません。 

 

 

 

（税効果会計関係） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する等

の法律（平成 28 年法律 13 号）が平成 28 年３月 29 日に国会で成立し、平成 28 年４月 1 日以後に開始

する連結会計年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 32.82％から、平成 28 年４月１日に開始する連

結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については 30.69％に、平成 30年４月１日に開始する連結会

計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については 30.45％となります。この税率変更により、繰延

税金資産は 4百万円減少し、その他有価証券評価差額金は 25 百万円増加し、法人税等調整額は 30 百万

円増加しております。再評価に係る繰延税金負債は 24 百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加し

ております。 

  また、欠損金の繰越控除制度が平成 28 年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の

所得の金額の 100 分の 60相当額が控除限度額とされ、平成 29 年４月１日以後に開始する連結会計年度

から繰越控除前の所得の金額の 100 分の 55相当額が控除限度額とされることに伴い、繰延税金資産は 5

百万円減少し、法人税等調整額は 5百万円増加しております。 

 

 

 

（1 株当たり情報） 

  １株当たりの純資産額 475 円 46 銭 

  １株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 39 円 94 銭 

 


